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入札公告の取消

平成 26年 10月 10日
支出負担行為担当官
厚生労働省職業安定局雇用保険課長

奈尾 基弘
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13

平成26年10月１日付（号外政府調達第184号・
14頁）掲載の入札公告「ハローワークシステムに
おける共通番号連携管理サブシステム等に係る設
計・開発業務等一式」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年 10月 10日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長 尾藤 勇

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名
鳥取自動車道下味野トンネル工事（電子入
札対象案件）

^ 工事場所 鳥取県鳥取市下味野～鳥取市北
村地内

_ 工事内容
工事延長 Ｌ＝860ｍ
【下味野トンネル】Ｌ＝822ｍ、内空断面積
Ａ＝61•756fl

トンネル（ＮＡＴＭ）１式
道路土工 １式
トンネル工 １式
掘削・支保工（発破工法）822ｍ
覆工コンクリート・防水工 822ｍ
インバート工 607ｍ
坑内付帯工 １式
坑門工 １式
掘削補助工 １式
仮設工 １式
道路改良 １式
道路土工 １式
法面工 １式
石・ブロック積工 １式
排水構造物工 １式
防護柵工 １式

砂防堰堤 １式
砂防土工 １式
法面工 １式
コンクリート堰堤工 １式
流路護岸工 １式
擁壁工 １式
カルバート工 １式

` 工期 契約締結の翌日から平成28年12月28

日まで
a 使用する主要な資機材
生コンクリート約12千‚
鋼材（棒鋼）約７百トン

b 工事実施形態
{ 本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価型（Ｓ型））の試行
工事のうち、品質確保のための体制その他
の施工体制の確保状況を確認し、施工内容
を確実に実現できるかどうかについて審査
し、評価を行う施工体制確認型総合評価落
札方式の試行工事である。

| 本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後受発
注者間の協議により総価契約の内訳として
単価等を合意することとする。

} 本工事は、低入札価格調査制度調査対象
工事について、現場にモニターカメラの設
置（施工状況の把握）及び発注者の指定す
る不可視部分の施工に関するビデオを撮影
し、発注者への提出を実施する工事である。

~ 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
であり、詳細は特記仕様書による。

� 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。

� 本工事は、申請書と併せて歩掛見積の提
出を求め、作成・決定した歩掛を競争参加
資格有りと通知した企業に対して電子入札
システム等で公表する工事である。詳細は
入札説明書による。

‚ 本工事は、技術資料作成に必要と思われ
る当該工事の関連データを希望者にイン
ターネットで提供、または、記録媒体によ
る提供を行う試行工事である。詳細は入札
説明書による。

ƒ 本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を通常考える
工事実施地域外から広域的に確保せざるを
得ない場合に、「共通仮設費（率分）のうち
営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理
費」の一部の費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、契約締結後、労働者確
保に要する方策に変更が生じ、土木工事標
準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は、実績変更対象
費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。

„ 本工事は、トンネル覆工コンクリート長
期保証制度を試行する工事である。

… 本工事は、建設生産プロセスの各段階（調
査・測量・設計～施工～維持管理）におい
て、コンピュータ上に作成した３次元形状
情報に加え、材料・部材の仕様・性能、コ
スト情報等、構造物の属性情報を併せも
つ構造物情報モデル（Construction Infor-

mation Modeling以下「ＣＩＭ」という）
を一元的に共有・活用、発展させることに
より、各業務の効率化・高度化を図るため、
施工段階におけるＣＩＭ導入の効果等につ
いて検証を実施する試行対象工事（希望工
事）である。
希望工事とは、契約後受注者の希望にお
いてＣＩＭに関する試行内容を定めてその
効果等について検証を実施する工事であ
る。

c 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71

条の規定に該当しない者であること。
] 中国地方整備局における平成25・26年度
「一般土木工事」の一般競争参加資格の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年

法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、中国地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて
いること。）。

^ 中国地方整備局における一般土木工事に係
る一般競争参加資格の認定の際に客観的事項
（共通事項）について算定した点数（経営事
項評価点数）が、1¶200点以上であること。（上
記]の再認定を受けた者にあたっては、当該
再認定の際に、経営事項評価点数が1¶200点
以上であること。）。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

` 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

a 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48条
の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７
条の規定による届出の義務

b 平成11年度以降に元請けとして完成・引き
渡しが完了した、次の同種工事の施工実績を
有すること。
下記のÊ～Ìすべての要件を満たすＮＡＴ
Ｍによるトンネル工事の施工実績を有するこ
と。
Ê トンネル内空断面積（覆工後の内空面積）
55fl以上であること。

Ë トンネル施工延長が700ｍ以上であるこ
と。

Ì 最小土被りが20ｍ未満。（坑口部を除く。）
ただし、上記Ê～Ìは同一トンネル、同一
工事であることとし、掘削支保工及び覆工の
両方を施工していること。
施工延長とは掘削支保工及び覆工を実施し
た区間のそれぞれの延長とし、坑門工の延長
も施工延長としてよい。
坑口部とは、「道路トンネル技術基準（構造
編）・同解説」でいう土被りが２Ｄ（Ｄは掘
削幅）の範囲とする。�
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